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はじめに

　欧州評議会は，「共通の遺産である理想と

原則の擁護と実現」のための「より大きな統

一の実現」（欧州評議会規程第1条）を目的に，

ベルギー，デンマーク，フランス，アイルラ

ンド，イタリア，ルクセンブルク，オランダ，

ノルウェー，スェーデンおよび英国の10カ

国で1949年に設立された。この「理想と原則」

とは，法の支配であり人権と基本的自由（同

第3条）である。欧州評議会加盟国は，欧州

人権条約に署名批准することになっている（1）。

　欧州評議会は，欧州連合が超国家機関であ

るとすれば，欧州地域の国際機関であり，加

盟国の外務大臣からなる閣僚委員会が決定機

関である。加盟国の議会議員で構成される議

員会議は審議機関である。旧社会主義国の署

名批准にともなう事件数の増加もあり，欧州

人権条約が第11議定書で大きく改正された

のにたいして（2），欧州評議会規程は改正され

ず，欧州評議会は設立時の基本的性格を保持

している。

　欧州評議会の「立法機能」（3）に着目すれば，

欧州人権裁判所の判決とも連携しつつ（4），法

の支配と人権の分野での汎欧州の法空間の形

成をめざす法協力のための組織であると欧州

評議会を理解することができる。欧州評議会

欧州評議会議員会議の監視（monitoring）
を通してみる現代ロシア法

樹　神　　　成

は，条約（Treaties）（5）と勧告（Recommen-

dation）（6）を通して，加盟国の法改革の実現

をめざしていると捉えることができる。

　欧州人権裁判所についていえば，その判決

の執行の監視は閣僚委員会が行い（欧州人権

条約第46条2項），判決執行のために個別措

置（individual measure）および一般措置

（general measure）が（判決執行および友好

的解決の条件の監視のための閣僚委員会規則

第6規則）採択される場合には，加盟国の法

改革が促進される。

　いずれにせよ，欧州では，各国の法改革を

促すことを目的に（7），条約や勧告，人権裁判

所判決といった多様な経路を通した法協力が

行われているとみることができる。

　この小論は，以上を前提に，欧州評議会議

員会議が行う監視（monitoring）を通して，

現代ロシア法の一断面を検討しようとするも

のである。なお，対象時期は直近の監視決議

が出された2012年までである。

Ⅰ． 旧社会主義国の欧州評議会への加
盟と議員会議

　1990年以後，旧ソ連・東南欧の旧社会主

義国は欧州評議会に加盟した。旧ソ連の構成

国についてみると，中央アジア諸国とベラ
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ルーシを除く国，すなわち，アルメニア，ア

ゼルバイジャン，グルジア，エストニア，モ

ルドバ，リトアニア，ラトビア，ロシア，ウ

クライナが加盟している（8）。ロシア連邦の加

盟は，1996年で，1998年に欧州人権条約条

約を批准した。加盟申請は1992年で，申請

から加盟まで4年を要した。

　ロシア連邦を含む旧ソ連・東南欧の旧社会

主義国の加盟により，欧州評議会の加盟国は

47カ国となり（2015年2月現在），人権保障

を理念とする欧州評議会という枠組での「よ

り広い」欧州の統合が実現した。しかし，欧

州には，欧州評議会という意味での欧州（人

権保障），欧州連合という意味での欧州（経

済統合），北大西洋条約機構という意味での

欧州（軍事・安全保障）という三つの欧州が

存在する。

　表1は，旧ソ連・東南欧の旧社会主義国の

欧州評議会への加盟年の一覧であり，これら

の国の欧州連合および北大西洋条約機構への

加盟年も示す。注目すべきことは二つある。

一つは，ロシア連邦の欧州評議会への加盟は，

旧社会主義国の欧州評議会加盟の「一つ」で

あるが，欧州連合と北大西洋条約機構への加

盟を望まないという意味で特別の「一つ」で

あったこと，もう一つは，欧州連合と北大西

洋条約機構が示す欧州はほとんど一致する

が，北大西洋条約機構への加盟が先行した旧

東欧諸国があったということである。旧ソ連

のコーカサス諸国の加盟も認める「より広い」

欧州統合（欧州評議会）と，「より狭い」欧

州統合（欧州連合または北大西洋条約機構）

との関係は，前者が後者の一経過点でないと

したら，大西洋条約機構の存在にかかわらず

どれ程の独自の意義をもつかという問題を提

起している。

　この小論の検討対象は，前者についてであ

る。そこで，まず，議員会議が，1989年か

らの社会主義国の崩壊にどのように対応した

かをみておこう。

　議員会議は，1989年5月には，特別参加資

格（special guest status）の制度を設け（9），

ハンガリー，ポーランド，ソ連およびユーゴ

スラビアにこの資格を与えた（10）。特別参加

資格が与えられる国は，「関心を示し，1966

年の国連の経済的，社会的および文化的権利

に関する国際規約および市民的および政治的

権利に関する国際規約とともに，ヘルシンキ

最終議定書および欧州安全保障協力会議で採

択された指令を適用し，執行する欧州評議会

に未加盟の国」で，特別参加資格国の議員代

表団は，議員会議での議決権はないものの，

発言権は認められる（11）。

　そして，議員会議は，「欧州の建設は，今，

新しいアプローチを要求」し，欧州の建設が

「西欧諸国だけに限定」されたときから，「大

陸の東部に出現した新民主主義国」を含むよ

うになるという状況において，「議会制民主

主義の強化，人権の尊重および欧州協力の文

化面」から欧州評議会こそが欧州の建設に

「もっとも適切な組織」であると主張した（12）。

さらに，議員会議は，そのことにより，欧州

評議会の「新しい役割」や「新しい活動分野」，

「組織の拡大と加盟条件」，欧州評議会規程の

「核心の改正」，「欧州人権条約の機構の改革」

等について議論が必要となると考えた（13）。

このなかで，「欧州人権条約の機構の改革」

は実現したが（欧州人権条約第11議定書），

「欧州評議会規程の「核心の改正」」を実現し

なかった（14）。そして，「組織の拡大と加盟条
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件」については検討が進んだ。そして，全体

として，欧州評議会は「新しい役割」を果た

すようになる。

1．欧州評議会への加盟条件

　欧州評議会への加盟条件は，欧州評議会規

程第4条が次のように定めている。すなわち，

「第3条の規定を履行でき，その用意がある

とみなされる，欧州のどの国も，閣僚委員会

は，欧州評議会の加盟国となるようにするこ

とができる」（16）。すなわち，欧州評議会の加

盟国となる条件は「欧州の国」であることと

（「地理上の条件」），「第3条の規定を履行で

き，その用意があること」（「法の支配の諸原

則」および「すべての人が人権および基本的

自由の享有」を承認する「価値上の条件」）

の二つである。

　この二つの条件について議員会議の考え

を，まずは，整理しておこう。

A）「地理上の条件」

　議員会議の勧告1247（1994年）は（17），「地

理上の条件」について，「欧州評議会の加盟

国としての地位は，原則として，領土の全部

表115

年 欧州評議会（47） 欧州連合（28） 北大西洋条約機構

1990年 ハンガリー

1991年 ポーランド

1992年 ブルガリア

1993年 スロバキア，チェコ，ルー
マニア，エストニア，リト
アニア，スロベニア

1995年 ウクライナ，モルドバ，ラ
トビア，アルバニア，マケ
ドニア旧ユーゴスラビア共
和国

1996年 ロシア，クロアチア

1999年 グルジア チェコ，ハンガリー，ポー
ランド

2001年 アルメニア，アゼルバイ
ジャン

2002年 ボスニア・ヘルツェゴビナ

2003年 セルビア

2004年 スロバキア，チェコ，ハン
ガリー，ポーランド，エス
トニア，ラトビア，リトア
ニア，スロベニア

スロバキア，ブルガリア，
ルーマニア，エストニア，
ラトビア，リトアニア，ス
ロベニア，

2007年 モンテネグロ ブルガリア，ルーマニア

2009年 アルバニア，クロアチア

2013年 クロアチア
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または一部が欧州にあり，その国の文化が密

接に欧州文化と結びついている国にのみ開か

れている。しかしながら，伝統と文化の結び

つき，欧州評議会の基本価値への信奉は，「地

理上」の境界を接する国との適切な協力を正

当としうる」とのべた。

　つまり，ここでは，「地理上の条件」が緩

和されている。勧告は，とくに，アルメニア，

アゼルバイジャンおよびグルジア（18）につい

て，「これらの国が，欧州の一部とみなされ

ようとする意思を明瞭に示していることから

すれば，アルメニア，アゼルバイジャンおよ

びグルジアは加盟申請の可能性をもちうるだ

ろう」とのべている。ここでは，「一部とみ

なされようとする意思」が強調され，「地理

上の条件」という客観条件ではなく，「欧州

であろう」とする主体条件が重視されている。

勧告は，アルメニア，アゼルバイジャンおよ

びグルジアが「新しい鉄のカーテン」になっ

てはならないとのべることで，主体条件が満

たされれば，「価値上の欧州」の拡大があり

うることも示唆した。グルジアは1999年に，

アルメニアとアゼルバイジャンは2001年に

欧州評議会に加盟した。

B）「価値上の条件」

　「価値上の条件」については，旧ソ連・東

南欧の旧社会主義国の欧州評議会への加盟，

すなわち，欧州評議会が「どのように拡大に

対処すべきか，どのような速さでそれを進め

るべきか」について，異なる二つの考え方が

あった。それは，欧州評議会の「価値上の条

件」，すなわち「第3条の規定を履行でき，

その用意があること」の解釈をめぐる考え方

の対立に根ざしていた。一つは，旧社会主義

国が「評議会の標準を実際に尊重できるとき」

に限って加盟を認めるべきだという主張であ

り，もう一つは，「規程の第3条に定められ

た基準を実際に満たす以前」でも加盟を認め

るべきだという主張である。

　結局，後者の方針が採用された。「包摂は

つねに排除よりも良いもの」であり，旧社会

主義国を「すみやかに引き入れ，支援し，多

元的民主主義を学ぶことを援助し，共産主義

独裁が崩壊してからかれらがつくりだした限

られた進歩を，市場経済への移行に根をもつ

深刻な経済問題が脅かしつつあるときにも，

維持するように激励」したほうがよいと考え

られるようになった（19）。

　欧州評議会は，もともとは，「とりわけ冷

戦期には，自由民主主義への西欧の集団的関

与の象徴であり，それを具現するもの」で，

「民主主義国の集まり（club）」であった（20）。

しかし，地理上も，価値上も，条件を満たそ

うとする加盟申請国の「意思」を重視するこ

とで，欧州評議会は「民主主義の学校」（21）と

なることを選択した。

2． 加盟時の議員会議の意見と新加盟国の

誓約

　欧州評議会の意思決定機関は閣僚委員会で

あり，議員会議は審議機関に過ぎない。加盟

承認も閣僚委員会の権限である。しかし，新

規加盟の決定を閣僚委員会に委ねてしまうこ

とを議員会議はもともと警戒しており，欧州

評議会規程は，「欧州評議会の加盟国および

準加盟国になるよう決定する前に」，閣僚委

員会は「議員会議と最初に協議する」と定め

ている（22）。議員会議は，閣僚委員会に，加

盟申請国の加盟についての意見書を提出して
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きた。

　では，議員会議は，旧社会主義国の欧州評

議会への加盟時に，加盟申請国の条件を満た

そうとする「意思」をどのように確認したの

だろうか。この点を，意見書の分析を通して

確認しておこう。

　旧社会主義国の加盟申請についての意見書

は，採択年によりその内容が異なる。

　第１に，1990年に採択されたハンガリー

およびポーランドの加盟申請についての意見

書（ポーランドの加盟自体は1991年）では

用いられていない誓約（commitment）とい

う言葉が，1991年の採択されたチェコスロ

バキアの意見書から使われはじめる。ただし，

チェコスロバキアはチェコとスロバキアに分

離したため，それぞれが1993年に欧州評議

会に加盟している。

　欧州評議会が，旧社会主義国に加盟条件と

して求めていく欧州人権条約の署名批准につ

いても，ハンガリーの加盟申請についての意

見書（23）では，「確固とした意思」が確認され，

ポーランドの加盟申請についての意見書で

は（24），「準備の宣言」を評価するとのべられ

ているにとどまる。

　これにたいして，チェコスロバキアの加盟

申請の意見書（25）で，大統領が議員会議で表

明した誓約を「歓迎」するとの表現がはじめ

て登場する。1992年に採択されたブルガリ

アの加盟申請についての意見書では（26），次

の２点について誓約が記されている。一つは，

ブルガリア大統領が議員会議にたいして表明

した誓約であり，もう一つは，欧州人権条約

の署名批准の誓約である。議員会議は，前者

を歓迎し，後者に特別の意義を与えている。

1993年に採択されたリトアニア（27），スロベ

ニア（28），エストニア（29），チェコ（30），スロバ

キア（31）およびルーマニア（32） についての意

見書も，この点では同じである。

　第２に，結論の書き方が，1993年までの

ものと1995年からのものとでは異なる。

　まず，ハンガリー，ポーランド，チェコス

ロバキア，ブルガリア，スロバキア，チェコ，

ルーマニア，エストニア，リトアニアおよび

スロベニアの加盟についての意見書では，こ

れらの国が，欧州評議会規程の第3条および

第4条の規定を履行でき，その用意があるの

で，閣僚委員会にたいして加盟を認めること

を勧告するという結論になっている。

　これにたいして，1995年からのものは，

一定の事実（議会が特別参加資格をもち議員

会議の活動に参加していたことや欧州評議会

のプログラムに参加していること等）を基礎

に，欧州評議会規程の第3条および第4条の

規定を履行できその用意があると考えたうえ

で，欧州評議会のいくつかの条約の署名批准

や法改革等を加盟申請国が誓約しているとい

う理由で，あるいは誓約を行ったこと自体を

欧州評議会規程の第3条および第4条の要求

を満たすものであるとみなして，閣僚委員会

にたいして加盟を認めることを勧告するとい

う内容になっている。1995年から，議員会

議の加盟申請についての意見書に，欧州人権

条約の署名批准の誓約とともに，国ごとの誓

約の内容が明記され，その内容は詳細になっ

ていった。

　このような変化は，ウクライナ，モルドバ

およびロシアといった旧ソ連の諸国，さらに

は旧ユーゴスラビアの諸国（1993年加盟の

スロベニアを除くマケドニア旧ユーゴスラビ

ア共和国，クロアチア，ボスニア・ヘルツェ
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ゴビナ，セルビア，モンテネグロ）とコーカ

サス諸国（アゼルバイジャン，アルメニアお

よびグルジア）への欧州評議会の拡大と結び

ついている（33）。

　そして，議員会議は，新規加盟国が行う誓

約を監視する仕組を整えていく。

3．欧州評議会における加盟国の義務とそ

の監視

　議員会議は，「加盟を申請している国にお

ける状況を検討するだけでなく，その議会が

特別参加資格の地位にある国とともに加盟国

すべてにおける人権ならびに民主主義および

文化の発展を監視する義務」を負うと考えて

いた（34）。このために，「欧州人権裁判所判決

の遵守をふくめ，加盟国の人権状況に問題が

生じたとき」に法務・人権委員会が議員会議

に報告することを，そして「その議会が特別

参加資格をもつ国の人権状況」を政務委員会

が議員会議に「定期に」報告することを，議

員会議はそれぞれの委員会に指示した（35）。

ここでは，議員会議への特別参加資格もつ国

の人権状況の監視が，「加盟国すべて」と並

んで問題となっている。

　こうした特別参加資格をもつ国と「加盟国

すべて」をともに対象とする監視だけでなく，

旧社会主義国が加盟時に行った誓約の監視の

仕組にも議員会議は強い関心をもった。

　1993年6月の命令第488号（36）は，議員会

議の政務委員会および法務・人権委員会に，

以下のことを指示した。すなわち，「欧州評

議会への加盟申請についての近時の議員会議

の意見は，この組織の基本原則に関連した問

題についての候補国の政府が行った特別の誓

約に言及」している。「これらの誓約の履行は，

新規加盟国の議会代表団が議員会議の活動に

完全に参加するための条件」であり，上記の

委員会は，誓約の履行を監視し，「すべての

約束（undertakings）が履行されるまで6カ

月ごとに事務局に報告」する。

　以上のような「加盟国すべて」の監視と「加

盟時の誓約の履行」の監視という二つの監視

について，議員会議は，1994年4月の決議

1031号（37）で次のように整理した。すなわち，

「欧州評議会の全加盟国は，欧州評議会規程，

欧州人権条約および当事者である他のすべの

条約上の義務を尊重することを求められてい

る」が，「特別参加資格についての決議第

917号が1989年5月に採択されてから加盟国

となったいくつかの国は，議員会議が加盟要

求を検討しているあいだに，欧州評議会の基

本原則に関連する問題についての誓約」を進

んで行い，主要な誓約は，議員会議の意見書

に明示されている。誓約の「監視過程は，民

主主義の定着の刺激であり指針」であり，「誓

約の履行が一貫して行われないこと」は，欧

州評議会規程および議員会議規則に基づく結

果をもたらす。なお，この決議は，欧州評議

会への加盟は，欧州人権条約の締結国となる

ことをともなわなければならないとし，加盟

から1年以内の同条約の批准を要求している。

　つまり，この議員会議の決議は，「加盟国

すべて」の監視と「加盟時の誓約の履行」の

監視とを区別し，「加盟時の誓約の履行」が

行われない場合は，欧州評議会規程および議

員会議規則に基づく結果が生じることを特記

している。これにたいして，閣僚委員会は，

「欧州評議会加盟国が受入れた誓約の遵守に

ついての宣言」（38）で，「対話と協力」を強調し，

「加盟国すべての義務」と「加盟時の誓約の
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履行」とをとくに区別することなく，「欧州

評議会の加盟国が受入れた誓約の遵守」の実

現をめざした。

　議員会議は，1995年の命令第508号（39）で

監視の対象を「関係するすべての国の義務お

よび誓約」に整理しなおし，法務・人権委員

会が報告を，政務委員会は意見を提出する仕

組を提案した。

　そして，議員会議は，1997年の決議1115

号（40）で「協力と非差別の精神で，すべての

加盟国が行った約束の完全な遵守の確保」の

重要性を確認したうえで，議員会議に監視委

員会を設置した。この監視委員会の監視の対

象は次の二つである。すなわち，「欧州評議

会規程，欧州人権条約および加盟国が締結者

である他のすべての欧州評議会の条約の条項

のもとで加盟国が受入れた義務」および「欧

州評議会の加盟のときに加盟国の政府が行っ

た誓約」の履行である。「義務および誓約」

の履行が一貫して行われない場合または監視

過程での協力が欠けている場合には，議員会

議は次のように対処する。すなわち，⑴決議

および/または勧告の採択，⑵議会代表団の

次回会期の信任状の非承認または現会期の信

任状の承認取消，⑶加盟国が誓約を尊重しな

い場合の，欧州評議会規程第8条および第9

条にしたがって適切な行動をとることを閣僚

委員会に求める勧告である。

　決議1115号（1997）は，監視の対象である，

「すべての加盟国が受入れた義務」と「加盟

のときに行った誓約」の二つの事項について

監視の手続そのものに区別を設けていない。

「欧州評議会の加盟国の義務および誓約の履

行についての議員会議委員会（監視委員会）

の権限」（41）によれば，監視を求める申請は，

⑴書面の理由書により，議員会議の委員会お

よび監視委員会が，⑵決議または勧告の動議

の提出により，少なくも２カ国の議会代表お

よび２会派からなる10人以上の議員会議構

成員が，または⑶議員会議事務局が行うこと

ができるとされた。申請は，監視委員会が検

討し，監視委員会の意見に照らして，監視を

行うかどうかは議員会議事務局が決め，監視

を行う場合は，議員会議の承認を条件に，監

視委員会に報告を求める。監視委員会の報告

をもとに決議および/または勧告の案を含む

議員会議の公式の文書が作成され，監視委員

会は報告で対象国の監視手続が完了したかに

ついて報告する（42）。

Ⅱ  議員会議の監視（monitoring）と
現代ロシア法

　ロシア連邦の欧州評議会への加盟は，旧社

会主義国の欧州評議会加盟の「一つ」に過ぎ

ないとともに，特別の「一つ」でもある。

　特別であることの原因として，すでにのべ

たことに加えて次のことを指摘できる。すな

わち，ロシア連邦の欧州評議会への加盟申請

時において，現代ロシア法の「価値上の条件」

を満たさないと評価されていたこと。しかし，

すでにみたように，欧州評議会は，「価値上

の条件」を満たさない国の加盟を認めるため

の仕組として「誓約と監視」の仕組を整備し

たのであり，「価値上の条件」を満たさない

国に欧州評議会を拡大すること自体は，欧州

評議会の方針となっていたと考えられる。し

かし，そこのことは，加盟国が，「誓約と監視」

の仕組を通して欧州評議会の「価値上の条件」

を満たすことができるようになることと一対
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のものであった。

1． 欧州評議会への加盟と現代ロシア法の

評価

　1992年1月に議員会議の特別参加資格をロ

シア連邦は付与され，欧州評議会へ加盟申請

を1992年5月に行い，申請から加盟までに4

年近く（3年10カ月）を要した。

　その理由のひとつはチェチェン紛争であ

る。それが，「国内問題だとしても」，「これ

らの諸機関が用いた手段はロシアの国際法上

義務に違反」し，「欧州評議会のもっとも初

歩的な人権原則の重大な違反」であることを

理由に，議員会議は手続を1995年2月に停止

した（43）。ただし，1995年9月に手続は再開さ

れている（44）。

　もうひとつは，現代ロシア法の評価である。

議員会議は，1994年に「ロシア連邦の法秩

序と欧州評議会標準との一致についての報

告」（45）を採択している。

　この報告書は，欧州人権委員会および欧州

人権裁判所の委員と裁判官が執筆し，その内

容は，1994年3月の打合せを経て実施された

同年5月26日から6月4日の調査会見を踏ま

えたものである。調査は三つの集団に分かれ

て行われ，会見は，議会関係者や関係省庁，

裁判所，検察庁，報道関係者，新聞社，非政

府団体，地方の法曹や刑務所等，多岐にわたっ

て実施された（46）。

　この報告は，次の四つに分けて行われてい

る。すなわち，「ロシアにおける人権状況の

一般考察」，「民族的少数者についての所見」，

「民主的発展にとくに重要な人権についての

所見と観察」，「欧州人権条約第3条，第5条

および第6条についての記録および所見」お

よび「結論」である。「民主的発展にとくに

重要な人権」では，表現の自由や集会の自由，

信仰の自由/良心の自由，移動の自由等につ

いて，報道関係者等との調査会見の成果を踏

まえ，評価がのべられている。「欧州人権条

約第3条，第5条および第6条」では，勾留

施設や刑務所の問題が調査した事例に即して

検討されている。

　この調査は，その主たる対象として，「司

法改革の基本構想について」（ロシア共和国

最高会議決定，1992年10月）や「裁判官の

地位について」の法律（1992年6月）等に示

される司法改革それ自体を取り上げていな

い。関心は「少数民族」，「重要な人権」およ

び「刑事施設」，とくにその「実務」に集中

している。

　報告書の「結論」は，民主主義，法の支配

および人権のそれぞれに結論をのべたうえ

で，全体としての結論をのべている。報告書

は，民主主義について，「民主主義への道に

踏み出した」と評価している。しかし，法の

支配と人権での評価は厳しいものだった。

　法の支配について，報告書は「これまでの

ところ，ロシア連邦では法の支配は確立して

いない」とのべる。その内容は，1993年連

邦憲法は評価できるものの，不可欠な立法が

行われていない，つまり，この時点では，新

しい民法や民事訴訟法，刑法，刑事訴訟法の

制定がされていないということであり，「伝

統的権威的思考」のために，裁判所が個人を

保護するという考え方がまだ現実となってい

ないということであった。後者は，別として，

この報告書では，法の支配の前提となる新し

い法律が十分に制定されていないことが重大

な問題として捉えられている。
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　人権について，報告書は，「これまでにか

なりの進歩が達成された」とのべつつ，とく

に，表現の自由，出版の自由でとくに大きな

問題があるとする。加えて，信仰の自由や少

数民族，移動の自由（居住選択の自由を含む），

被疑者/被告人の権利の保障，刑事訴訟手続

の公平さ等について問題が指摘されている。

そして，「これまで達成されたかなりの進歩

にもかかわらず，ロシア連邦は，「領土内の

すべての人が人権と基本的自由を享受する」

条件は満たしていない」と結論している。

　「要するに」，ロシア連邦の法秩序は，「さ

しあたりは，欧州評議会規程に述べられ，欧

州人権条約の諸機関が発展させた欧州評議会

基準に適合していない」（47）。このような評価

になる原因は，「一般考察」において次のよ

うに指摘されている。人権カタログと第15

条（ロシア連邦の法システムの部分としての

国際法の原則および規範）について，ロシア

連邦憲法は高く評価できるものの，それは「理

論であり実践ではない」。「公権力と個人のあ

いだに紛争および対立がある場合，そして裁

判所を含め国家による保護が要求される場合

には，人権の執行は，控えめに言って，問題

含みである」。立法府が必要な法律を制定し，

行政府が「自己制定規則」にもとづいて行政

を行うのをやめ，さらに，司法府，つまり裁

判所がその役割を高めることが必要であ

る（48）。つまり，この報告書は，必要な立法

が行われていないことと，法の執行における

公務員の「伝統的権威的思考」を問題とした。

　この報告書は，人権保障における公務員の

重要性についてを次のように指摘する。すな

わち，「裁判所は，人権の保護の最終の保障

者でなければならないが，行政の役割は決定

的である。市民が，通常そして日常生活にお

いて直面するのは警察官と公務員である。個

人の権利を保護するためには，公務員のため

の明確な法指針だけではなくて，義務と責任

の認識が必要である」（49）。この報告者では，

そのような意味において，「理論と実践」，言

い換えれば，「立法と実務」が検討されている。

2．議員会議の加盟承認と意見書

　議員会議は，1996年1月に，ロシア連邦の

加盟についての審議を行った。その審議に政

務委員会が報告書（50）を，法務・人権委員会

は「欧州評議会のロシアによる加盟申請」に

ついての議員会議意見書（以下，議員会議意

見書）の案への意見書（51）を提出した。

　これらの報告書および意見書において，現

代ロシア法の評価それ自体は，1994年の報

告書を引き継いでいる。そのうえで，それぞ

れでの調査を踏まえて，さらに広い視野で問

題点（改善すべき点）が捉えられている。報

告書は，「要旨」と「説明」で構成され，「説

明」は，「はじめに」，「法システム」，「民主

主義の状態」，「市場経済」，「政治的軍事的緊

張領域」および「結論」からなる。「政治的

軍事的緊張領域」では，チェチェン紛争やバ

ルト諸国との関係，独立国家共同体内での軍

事紛争が取り上げている。意見書は，「はじ

めに」，「法の支配」，「司法組織」，「刑法と刑

事手続」，「人権と基本的自由」，「少数者の権

利および地方自治」，「他の問題領域」および

「結論と勧告」で構成されている。「法の支配」

では，「司法制度」，「裁判官の地位」，「検察庁」

および「法曹」を取り上げて検討している。

「チェチェンにおける人権状況」の他に，「保

安機関」および「軍事裁判，兵士処遇および
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徴兵」の問題も指摘している。

　政務委員会報告書の結論は，ロシア連邦の

欧州評議会への加盟を承認するものであっ

た。「結論」の最後の部分には，「ロシア連邦

は欧州評議会標準のすべてを満たしているわ

けではない。しかし，統合は隔離より，協力

は対立より良い」と記されている。法務・人

権委員会は，その意見者の「結論と勧告」の

最後の部分で，「最終的決定は，法と人権の

現状の批判的評価と加盟によるこの現状の改

善の機会とその展望の政治的評価のどちらを

優先すべきかということ次第である」と提起

した。現状の法的評価と改善の政治的評価の

どちらかを採るかを法務・人権委員会は，議

員会議に問いかけたといえる。

　この「改善の機会と展望」は，政務委員会

報告書の最初の「要約」の部分で次の三つに

まとめられている。すなわち，⑴ロシア連邦

が行った一連の誓約，⑵欧州連合/欧州評議

会とロシアとの，連邦構造強化，人権保護メ

カニズム強化および法システム改革のため共

同プログラム，⑶加盟国の義務と誓約の履行

の監視のための議員会議自身の手続と能力の

強化。そのためのロシア連邦代表団との協力

の特別プログラム。ただし，政務委員会は，

閣僚委員会には，その「組織の手段と能力を

ロシア連邦の加盟承認のもたらすものに適

応」させる責任があり，また議員会議には「法

の支配の確立を支援するための助言監督プロ

グラムを設ける」ことを提案していた（報告

書の「説明」の「結論」の部分）。

　法務・人権委員会意見書では，ロシア連邦

の加盟承認は，次のような問いとして提示さ

れていた。すなわち，「ロシア連邦の加盟が，

一方では，加盟の時にロシアが行う誓約とそ

れに引き続く監視過程を通して，他方では，

欧州人権裁判所の義務的判決の結果として，

それ自身，欧州評議会の標準への一致の条件

をつくることを助けるものかどうかという問

題を問うことはできる」。

　以上のようにみるならば，議員会議による

ロシア連邦の加盟承認は，加盟自体が「価値

上の条件」を満たす方向でのロシア連邦の法

改革を促すものであり，そのような法改革を

促す仕組と手法が欧州評議会にはあるとい

う，議員会議の主体的な判断であり，そのよ

うな意味で政治的決定だった。政務委員会報

告書によれば，「当局と人民の両者の極端に

低い法意識」，そして「ロシアは民主的伝統

の利点をもたない。市民社会も存在しない」

という問題の解決の糸口を与えるのは，ロシ

ア連邦の欧州評議会への加盟である。

　ただし，政務委員会は，「ロシア連邦代表

団との協力の特別プログラム」あるいは閣僚

委員会の責任を強調しており，ロシア連邦の

法改革を促すためには，通常以上の措置が必

要であると考えていた。この点は，議員会議

意見書（52）の第8項に盛り込まれている。す

なわち，「議員会議は，ロシア議会の代表団

と密接に協力して，欧州評議会加盟国による

義務と誓約の履行についての命令第508号

（1995年）の実施に責任をもつ委員会の権限

のもとでの議員会議自身の「助言と監督」の

プログラムを設けることを決議する」（第8

項）。ただし，特別の「監督」を行うことは，

加盟国の「平等」に反するし，何よりも，二

重基準を認めることにもなる。そこで，第8

項は，「このプログラムは命令第508号（1995）

を補完するもので，それを損なうものではな

い」と明記している。ここには，「価値上の
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条件」を満たさない国の加盟を認めることと

加盟国の平等とのあいだに存在しうる緊張を

見て取ることができる。

　それは別として，このような議員会議の政

治的決定の，さらに政治的裏づけとなったの

が，ロシア連邦大統領等による「継続した進

歩の保証」であった。政務委員会報告書の「説

明」の「はじめに」の部分では，ロシア連邦

当局に要求した20項目にわたる質問につい

て，ロシア連邦の大統領，首相，連邦会議議

長および国家会議議長が署名する文書（1995

年1月）が，大統領府長官のフィラトフ（当時）

から手渡されたことが記されている（53）。こ

の点は，議員会議意見書で，ロシア連邦にお

いては「法の支配の一般的認知―尊重―に向

けた進歩」（第5項）があり，大統領，首相，

国家会議議長および連邦会議議長が「継続し

た進歩の保証」を与えたと表現されている（第

6項）。

　議員会議意見書は，このような「継続した

進歩の保証」に触れ，このような「保障」に

加えて，いくつかの「事情と誓約」にもとづ

き，議員会議は，ロシア連邦が「明確に進ん

で欧州評議会の加盟条件を満たそうとし，近

い将来満たすことができる」ことを信じ（第

7項），ロシア連邦の欧州会議への加盟を承

認した。

　それでは，欧州評議会の「価値上の条件」

を「近い将来満たすことができる」と「信じ」

た「事情と誓約」とはどのようなものなのだ

ろうか。以下に見みるように（第7.1項から

第7.11項），それらは，概ね，「ロシア連邦の

法秩序と欧州評議会標準との一致についての

報告」（1994年）以来，指摘されていた問題

を反映している。とくに重視されているのは

次のことである。すなわち，a）刑法や刑事

表2　議員会議意見者の「事情と誓約」（以下，誓約）の要旨

7.1 1992年からの欧州評議会の活動への参加。とくに法改革と人権の領域での政府間プログラム
「協力と支援」と特別参加資格国の議員代表団としての議員会議とその委員会での活動

7.2 1992年5月7日からのロシア連邦と閣僚委員会との「政治対話」の確立

7.3 欧州評議会のいくつかの条約へのロシア連邦の加盟

7.4 国際的助言を受け，欧州評議会の原則と標準に沿った法律の草案が優先事項として作成され
つつある。すなわち，刑法典，刑事訴訟法典，民法典，民事訴訟法典および刑事施設の作用
と管理についての法律

7.5 欧州評議会標準に沿った以下の法律が採択される。すなわち，検察庁および人権全権代表の
役割，職能と管理，少数民族保護，集会の自由，信教の自由

7.6 法曹の地位の法律による保護。弁護士会の確立

7.7 人権侵害に責任のある者の裁判，とくにチェチェン紛争との関係

7.8 憲法第27条および移動・居住選択の自由についての法律に明記された権利の行使の保障

7.9 拘禁の処遇に関する欧州刑事施設規則についての勧告（87）3に沿った改善。とくに取調での
勾留の非人間的処遇の速やかな改善

7.10 刑事施設の管理責任および判決執行責任の司法省への移管

7.11 立法改革の現状と進展により，第10項に示された欧州諸条約の署名批准が可能となること

7.12 占領されたバルト諸国からの強制移住者および強制移住者の子孫に家を返還することの支援
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訴訟法，民法，民事訴訟法等の基本的な立法

（基本的立法），b）刑事施設についての立法

と実務の改革（刑事施設），c）検察庁につい

ての立法と実務の改革（検察庁），d）集会

の自由や信仰良心の自由，移動・居住選択の

自由（基本的人権）に関連した立法と実務の

改革，e）チェチェン紛争における人権侵害

責任者の裁判（チェチェン紛争）。

　なお，第7.11項にいう第10項には，「ロシ

ア連邦が第7項に記された誓約の理解と解釈

を完全に共有して，予定する」ものとして，

欧州諸条約の締結をはじめ25項目にわたる

事項が挙げられている。このなかに，加盟の

時点での欧州人権条約の署名と1年以内のそ

の批准および人権条約の議定書（第6議定書

（死刑廃止）や第11議定書等）の批准がふく

まれる。また，欧州地方自治憲章（第10.5項）

をはじめ締結すべき欧州評議会の条約が明記

されている。さらに，連邦保安機関法の改正

（第10.17項）や代替的市民役務についての法

律の採択（第10.18項），軍隊における処遇を

めぐる問題の改善（第10.19項）等も取り上

げられている。さらに，「周辺国」（near 

abroad）を特別の勢力圏とみることも非難

されている（第10.11項）。

3．監視を通して見た現代ロシア法

　すでに指摘したように（「欧州評議会にお

ける加盟国の義務とその監視」），監視委員会

の監視においては，「すべての加盟国が受入

れた義務」と「加盟のときに行った誓約」の

二つの事項について，監視手続に区別は設け

られてない。しかし，新規加盟国は，「義務

と誓約」の履行について監視を受けることに

なっている。そして，新規加盟国が「義務と

誓約」を履行した判断すれば，議員会議は，

「義務と誓約の履行」についての決議または

勧告で監視手続を終了する（54）。国によって

は，個別の問題について監視後対話が継続す

る。

　議員会議は，毎年，「議員会議の監視手続

の進捗」を出している。最新の文書（2014

年10月）（55）によると，1995年以降に加盟し

た13カ国からラトビアおよびマケドニア旧

ユーゴスラビア共和国（1995年加盟），クロ

アチア（1996年加盟）およびグルジア（1999

年加盟）を除いた諸国が「義務と誓約」の履

行の監視を受けている（2014年の時点）。そ

れらの諸国は，アルバニア，アルメニア，ア

ゼルバイジャン，ボスニア・ヘルツゴビナ，

モルドバ共和国，モンテネグロ，ロシア連邦，

セルビアおよびウクライナの9カ国で，この

9カ国は，1995年および1996年に欧州批評議

会に加盟した諸国（アルバニア，ウクライナ

およびモルドバ共和国ならびにロシア連邦）

と2000年以降に欧州評議会に加盟した諸国

とに分類できる。ロシア連邦は，加盟以来，

20年近くにわたり監視を受け続けている国

の一つである。

　それは，別として，「ロシア連邦による義

務と誓約の履行」の監視結果についての文書

は，1998年（56），2002年（57），2005（58）年および

2012（59）年に出されている。1998年は報告書

だけで，それ以降は，決議と報告書である。

　これらの文書を通していえることは，大き

くは，次の二つのことである。すなわち，第

１は，成果が「まだら」だということであり，

第２は，2005年の決議と報告書以降，ロシ

ア連邦の「改革」の方向それ自体の欧州評議

会の標準と原則との適合性が問われていると
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いうことである。

　加盟申請時の議員会議の意見書に記された

誓約（第7項）について，とくに重視されて

いる事項として，a）基本的立法，b）刑事

施設，c）検察庁，d）基本的人権，e）チェチェ

ン紛争を指摘した。これらに即してみると，

a）については，成果が認められる。議員会

議意見書にいうロシア連邦における基本的立

法は，2001年12月の刑事訴訟法，そして

2002年11月の民事訴訟法で完了した。b）と

d）については，問題が残存また成果の部分

性はあるものの成果自体は存在する。c）に

ついては，大きな改革に取組まれていない。

しかし，そもそも検察庁の果たしている役割

は欧州評議会加盟国においても多様であるこ

とから，「欧州評議会標準」自体の自明性が

問題となりうる（60）。e）については取組も成

果も乏しい（61）。また，第10項のなかで成果

に欠けるものとして，連邦法案機関法が改正

されず，「周辺国」を特別の勢力圏とみなし

続けていることを挙げることができる。

　ここでは，成果と考えられることについて，

監視結果についての文書で確認しておこう。

　まず，a）についてみてみよう。2001年の

刑事訴訟法と2002年の民事訴訟法の制定は，

プーチン政権での司法改革の一環であった。

2002年決議は，この司法改革そのものを高

く評価し，「司法の改革のワーキンググルー

プの設置を通してロシア連邦大統領が開始し

た司法制度改革の野心的なプロジェクトの発

展に満足の意」を示した（第3項）。この司

法改革について，それが，刑事訴訟法典や民

事訴訟法典，経済訴訟法典，裁判官団体の諸

機関についての法律，弁護士業務および弁護

士についての法律（弁護士法）等の制定から

なること，そして，これらの法律の内容は，

ロシア連邦が欧州評議会の専門的助言を受け

ており，「それらの重要な部分が，司法制度

の強化と独立，そして法の支配の実現を高め

る」（第5項）と評価している。

　次に，b）刑事施設についてみてみよう。

2002年決議では，議員会議は，刑事施設の

管轄が内務省から司法省に移管されたことを

歓迎し，「刑務所行政の一層の非軍事化を激

励する」（第6項）とのべつつ，刑務所の過

密や貧困な医療，不十分な予算を遺憾に思い，

虐待と拷問の申立に懸念を示している（第8

項）。問題は深刻であるものの，2002年報告

書で，議員会議は，ロシア連邦の司法省が改

善に積極的に取り組んでいると考えて，改革

を継続するために司法省を激励するとしてお

り（33項），2005年報告書では，一層のかな

りの進歩が2002年決議から行われたことを

報告することに満足するとのべている（第

199項）。2012年報告書では，「欧州人権裁判

所の判決の執行」（第374項―394項）で，こ

の点が取り上げられており，そこでは「ロシ

ア当局は問題を認識し，救済を試みている」

と記されている。欧州人権裁判所は，刑事施

設の不十分な条件をロシア連邦の構造問題と

捉え，パイロット判決の対象としている。そ

のことは，問題が未解決であることを意味す

る。しかし，未解決であることは，解決に向

けた取り組みが無いことを意味しない。解決

への取組は継続し，パイロット判決は欧州評

議会，欧州人権裁判所およびロシア連邦（ロ

シア連邦司法省）が連携する取組が行われて

いることも意味している。

　ところで，ロシア連邦において，プーチン

政権における司法改革において2012年に民
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事訴訟法が制定されることで，体制転換にと

もなう法改革が，一応，完了したとみること

ができる。森下敏男は「2002年までには，

民法典，刑法典，家族法典，土地法典，労働

法典，民事訴訟法典，刑事訴訟法典がすべて

制定され，基本六法がそろった。こうして法

体制の上では，体制転換は一応完了した」と

指摘する（62）。

　2002年決議は，「法体制上の体制転換の完

了」の時期に行われている。欧州評議会の視

点からは，「法体制上の体制転換の完了」は，

監視の終了を意味しなかった。2002年決議

は，ロシア連邦の「まだら」の成果を映し出

すものであり（第8項），議員会議は，「必要

な場合には助言と支援」をしつつ，監視手続

を続行すると決定した（9項および10項）。

　そして，3年後の，2005年決議は，個々の

誓約についてではなく，「ロシアにおける経

済的，政治的，行政的および歴史的現実に適

応した改革」それ自体を評価せざるをえな

かった。すなわち，改革の実施が「ロシア連

邦当局の権利」であるとしても，ロシア連邦

当局は「欧州評議会の法的政治的に拘束力を

もつ標準と原則に一致した解決を選択すべ

き」（第5項）であり，その点からみると，「「権

力の垂直軸」の強化について2004年秋に導

入された改革パッケージ」は「多くの点で，

民主主義の正常な作用に不可欠な抑制と均衡

のシステムを侵害しうるものであり，相当な

懸念の原因」（第6項）となっている。2005

年報告書は，「要約」の部分で次のようにこ

の点を表現している。すなわち，「残ってい

る誓約の遵守のペースをしっかりと加速する

だけでなく，近年の政治改革，立法改革およ

び行政改革の方向を調整」すべきである。

　2005年決議は，国家会議議員の選挙法（比

例選挙部分の7％条項等）や連邦構成主体の

長の大統領任命制と連邦会議議員の選出方

法，裁判官の任免と懲戒について提案，選挙

報道などについて問題を指摘し（第7―第11

項），「多元的民主主義の正常な作用の条件の

改善」（第12項）を求めるとともに，「法の

支配」の部分において「司法の領域において

欧州評議会の標準を厳密に遵守して司法の領

域での改革を継続し，ロシアの裁判制度の公

平と独立について疑念，とくに，ユコス経営

陣にたいする裁判がもたらしたそれを効果的

に根絶する」（第13項）ことを求めた。

　ロシア連邦の法体制上の体制転換が完了し

たにもかかわらず，そのもとで実施される「改

革」の方向が欧州評議会の標準と原則に一致

しないことにより，欧州評議会は，「ロシア

が欧州評議会に加盟したときにはまったく存

在しなかった新しい問題に直面」（63）すること

になった。ロシア連邦では，「主権民主主義」

も主張されるようになっていく。それは別と

して，「改革」の方向と欧州評議会の標準と

原則との一致に疑念が生まれたことによっ

て，監視の事項は，「法の支配」と「人権」

だけでなく，「多元的民主主義」に拡大した。

　2012年の決議と報告書は，「2011年国家会

議選挙後の10万をこえる市民の政治参加と

結集，非常に活発な市民社会の覚醒，そして

当局の改革要求を聞こうとする用意」という

ロシア連邦の民主主義の発展における「独自

の時」（2012年決議第3項）に，「なお開かれ

た機会の窓」（第20項）があるという前提で

作成された。

　「機会の窓」に期待を寄せつつも，議員会

議は，「いくつかの制限的な連邦法律」の採
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択を問題にし（第21項），法による民主主義

のための欧州委員会（以下，ベニス委員会）

の意見やその専門的助言を利用することをロ

シア連邦に求めた（第22項，第23項，第

25.1項，第25.2項）。しかし，ロシア連邦は，

これらの点について，自ら進んでベニス委員

会の意見や助言を求めることはしなかった。

議員会議（監視委員会）がベニス委員会に意

見を求め，それがベニス委員会のサイトで公

表されることで，問題は周知のものとなって

いる（64）。

　2012年決議では，議員会議は，その第25

項で36項目にわたる要求をロシア連邦にた

いして行った（表3）。

おわりに

A）加盟国の政治的野心と継受の政治的契機

　クリミア併合およびウクライナ危機に関連

して，ロシア連邦は，議員会議での投票権を

停止する等の措置を受けている（65）。それは

別としても，ロシア連邦は，欧州評議会加盟

後，20年近く経ても議員会議による監視を

受け続けている。これを基準に考えると，欧

州評議会は，監視手続が終了した国と監視が

継続している国に分岐している。興味深いこ

とは，ウクライナもロシア連邦も，同じく欧

州評議会の監視を受け続けている国という点

で同じだったことである。しかし，欧州連合

の加盟，さらには北大西洋条約機構への接近

に未来を託すか，その拡大に自国利益の損失

をみるか，政治的野心に大きなちがいがあっ

表3　2012決議でのロシア連邦への要求事項（要旨）

第25項 ここ数ヶ月は，ロシアの民主的未来にとって決定的で，ロシア当局は民主的進歩への誓
約を立証しなければならない

多
元
的
民
主
主
義
の
動
作
に
つ
い
て

1 2011年および2012年の選挙で確認されたすべての懸念に取り組む統一選挙法典を，ベニ
ス委員会との協力で，考えること

2 政党法，とくに政党の設立と活動についての官僚的監督の水準について，ベニス委員会
が抱いた格別の懸念に取り組むこと

3 下院に議席をもたない野党の党員との意味ある政治対話の再確立

4 野党勢力を真に競争的にするための政治環境の改善

5 名誉毀損法，情報法，集会法の新法を改正し，これらの法律が，世論や表現の自由，市
民参加の抑圧のために誤用されることがないようにすること

6 社会的ネットワーキングとインターネットへの不当な監督，反対派のウェッブサイトへ
のフィルタリングとサイバー攻撃の中止

7 外国の指示にもとづく行動，外国の利益の代表と，根拠なく，公然と非難することによる，
もっとも尊敬されている国内外のNGOの信用失墜の試みの中止

8 NGOと市民社会の抑圧と威嚇の手段として用いられることのないようにするためのNGO
法の新法の改正

9 ロシア連邦政府を批判する野党とNGOへの圧力と威嚇の中止

10 市長解任を定める規則の廃止に向けての，地方自治体と連邦構成主体の法令の見直し

11 連邦，連邦構成主体および地方自治体の権限配分についての法令の再考



● 論　説

（ 16 ）

た。この点にこそ，ロシア連邦が特別である

理由があった。

　ロシア連邦の欧州評議会の加盟の意義とロ

シアの法改革への欧州評議会が与えた影響に

ついては，欧州において，肯定論と否定論と

に分かれている（66）。その原因は，成果が「ま

だら」であり，ロシア連邦が，協力と対話に

積極的な事項と，それに十分に応じていない

法
の
支
配
に
つ
い
て

12

国家および私的利益による不当な影響からの裁判官のよりよい保護を保障することを意
図した，法令上および行政上の枠組の再検討
・裁判官の任命，昇進および解任の手続
・任期，とくに治安判事のそれ
・裁判所所長の権限

13 不当な影響を裁判官に及ぼすことの中止

14 弁護士法の適切な執行の保障

15 行政部門および立法部門への検察庁の監督権限（supervisory power）の制限，検察庁の
関連する欧州標準への一致

16 民事事件における監督審（supervisory review procedure）の利用の中止

17 欧州評議会標準を厳密に遵守しての，司法の領域の改革の継続

18 勾留の条件の改善努力の継続

19 欧州拷問等防止委員会（CPT）報告書の公刊

20 反汚職国集団（GRECO）の勧告の実施措置の検討

21 欧州人権裁判所の判決の完全実施の努力の

人
権
お
よ
び
基
本
的
自
由
に
つ
い
て

22 遅滞ない欧州人権条約第6議定書（死刑廃止）の批准

23 人権活動家への妨害と嫌がらせ事件の効果的な捜査と加害者の起訴

24 北コーカサスでの人権侵害の法的救済についての決議1738（2010）の執行

25 警察および法執行機関による虐待および拷問について申し立てられた事件の効果的な捜
査と加害者を裁判にかけること

26 平和的な示威行進への実力行使の中止

27 示威行進の許可と組織者の承認の政策を見直し，集会法の制限的または恣意的な適用の
中止

28 ロシアの法令が定め，欧州人権条約と欧州事件裁判所の判例法に示されている民主的標
準に沿った手続にしたがったプシー・ライオット判決の見直し

29 地域言語および少数言語の欧州憲章の批准

30 代替的兵役務法の見直し

31 宗教集団にたいする過激活動法の適用の中止

32 同性愛者について表現および集会の自由を制限する法律を廃止し，レズビアン，ゲイ，
両性具有者，性転換者の集会の自由を保障する

33 グルジア・ロシア戦争の帰結についての決議1633（2008），決議1647（2009）および決議
1683（2009）の執行

34 ロシア軍およびその装備のモルドバ共和国からのすみやかな完全撤退

35 特別の影響行使圏域を周辺国（near abroad）と扱うことで外国を二つの異なる類型でみ
ることを誤りとして非難すること「特権的利益」圏域という地理上の教義の鼓吹の中止

36 関係国と直接の交渉での文化財等の返還
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事項とが存在することにある。

　刑事施設の改善には司法省が積極的である

が（67），多元的民主主義に関係する法律につ

いてロシア連邦自らはベニス委員会に意見を

聞くことをしていない。欧州人権条約に引き

つけていえば，第6条（公正な裁判を受ける

権利）に関係する問題については，時間はか

かるにせよ，改革が進む可能性があるが，第

9条（思想，良心および信教の自由）や第10

条（表現の自由）についてはそうでないとい

うことが起こりうる。

　このように考えると，ロシア連邦と欧州評

議会との関係は，法の継受における政治的契

機または政治的要因の問題として捉え直すこ

とができる（68）。欧州評議会が，人権保障，

そして法の支配および民主主義の理念を基礎

とする地域統合の試みとすると，このような

統合理念と政治的契機との相互関係が問題と

なる。しかし，欧州評議会の加盟国は，条約

と誓約によって義務を負うから，問題は政治

的契機ではなく，義務だと考えると，ロシア

連邦の欧州評議会の加盟の意義があらためて

問われることになる。ただし，この場合，加

盟承認の論理も問われることになる。

　この点で，加盟の意義についての否定論は

排除論とまで言えないことに留意しておいて

よい。欧州評議会とロシア連邦とのあいだに

は協力と対話の事実があり，その継続それ自

体の価値そのものを否定することには困難が

伴う（69）。議員会議の行う監視も，対話の手

段という面がある（70）。また，欧州連合加盟

国が28カ国に達している現在，ロシア連邦

抜きの欧州評議会あるいは欧州人権裁判所

は，存在意義が問われかねない（71）。

B） 裁判官の独立における「対外的独立」

と「対内的独立」

　この小論は，「欧州評議会議員会議の監視

（monitoring）を通してみる現代ロシア法」

について，その前提問題と大まかな特徴を検

討するにとどまった。この小論で「まだら」

と評価したことを，欧州人権裁判所判決の執

行監視の検討を通して引き続いて検討すると

ともに，1994年の「ロシア連邦の法秩序と

欧州評議会標準との一致についての報告」が

強調したロシア連邦における「立法と実務」

の問題，つまり欧州評議会への加盟によりロ

シア連邦の「立法と実務」がどのように変わっ

たかについては別に検討したい。

　2013年11月から2014年3月にかけての

「ユーロマイダン」以後にあらためて顕著と

なった米露対立の帰結がどのようなものにな

るかにかかわらず，少なくとも，「ベルリン

の壁」から「ユーロマイダン」までの人権保

障を理念とする地域（欧州）統合の試みの意

味を検討することは必要だろう。

　その場合，一つの問題がある。それは，「欧

州評議会の標準と原則」は，言わば，先験的

に与えられたものか，加盟国の経験がもたら

すものかという点である。

　ここでは，司法行政については勧告等を取

り上げて問題を指摘しておこう。

　司法行政についての「欧州評議会の標準と

原則」の核心のひとつは，裁判官が半数以上

を占める独立の機関が司法行政を担当すべき

ということである。とくに裁判官の人事行政

については，そのような機関が担当するか，

任命権者が裁判官を任命する場合には，その

ような機関による同意か意見表明が必要と考

えられている。これらは，「裁判官の独立，
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有効性および役割」についての勧告（1994

年）（72）や「裁判官の地位についての欧州憲章」

（1998年）（73），「裁判官：独立，有効性および

責任」についての勧告（2010年，以下2010

年勧告）（74）において発展し，確認されてきた。

　ロシア連邦は，この「標準と原則」に従い，

裁判官団体の諸機関についての法律（2002

年）で，ロシア連邦最高裁判官資格審査会を

設け，ロシア連邦裁判官大会に審査会で過半

数を占める裁判官委員を選挙する権限を与え

た。また連邦裁判官は70才を定年とする終

身制で任命される。これらの点では，ロシア

連邦における裁判官の独立について制度は

「欧州評議会の標準と原則」を満たすもので

ある。それは，「司法改革の基本構想について」

（1992年）以来のロシア連邦の独自の取組と

「欧州評議会の標準と原則」を満たそうとす

る努力の成果である。

　しかし，2012年決議は，「欧州評議会標準

を厳密に遵守しての，司法の領域の改革の継

続」（第25.17項）を要求し，さらに，裁判官

の独立については，問題を特定しての改革の

要求をしている。すなわち，「裁判官の任命，

昇進および解任の手続」，「任期，とくに治安

判事のそれ」および「裁判所所長の権限」（第

25.12項）。

　では，このような問題の摘出と特定はどの

ような「標準と原則」によって可能になった

のだろうか。「欧州評議会の標準と原則」は，

決して静態的なものではない。動態的なもの

であり，裁判官の独立については，加盟国の

経験や問題点（改善点）を踏まえて，「対外

的独立」と「対内的独立」に区分して検討す

るように発展した。2010年勧告では，「対内

的独立」を次のように整理している。すなわ

ち，「階統制組織が個人の独立を侵害すべき

でない」（第22項），「上級裁判所は，上級裁

判所が個別事件でそうあるべきとする指示を

裁判官にすべきでない」（第23項），「裁判所

内部の事件の割当は客観的に予め決められた

基準に従うべきである」（第23項）および「裁

判官は自由に職能団体を形成し，加盟すべき」

（第24項）。

　そして，このような「対内的独立」の視点

が，議員会議による現代ロシアにおける裁判

官の独立の問題点（改善点）の理解を充実し

たものにし，2012決議が，裁判官の独立に

ついて問題点を特定することを可能にしたと

いえる。

　「対内的独立」という視点あるいはその内

容は，裁判官の独立について最高裁判所事務

局が問題になる日本では当然といえるかも知

れない。ただ，注目すべきことは，ロシア連

邦での「司法改革の基本構想」そのものに欠

落があったのではないかという主張が登場し

ていることである。この主張によれば，欠落

は，「司法制度の内部組織に大きな意義を与

えなかった」という点にある（75）。「司法改革

に埋め込まれた地雷」は，「裁判所所長の役

割の根本的変化についての沈黙」であるとも

指摘している（76）。そして，「司法権力の改革

が完成するとみなされるのは，改革の目的，

規範（制度）変化と非制度的要因のあいだの

一致が達成される場合」であり（77），「裁判官

の公平」について，客観的公平と主観的公平

とに区分し，それぞれが対外的にも対内的に

確保されなければならないとする（78）。こう

した認識は，公式と非公式という視点から制

度や組織をみる新制度学派の理論によって可

能となっている。ただし，ここにいう「非制
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度的要因」が組織的社会的なものか，個別的

人格的なものか，なお明確でない点には注意

が必要だろう。

注

⑴　欧州人権条約の署名批准は欧州評議会規程上の

義務ではなく，すべての加盟国が条約に署名批准

するようになったのは1970年代になってからで

ある。1970年代の欧州では，次の文書で欧州の

統合における基本権（人権）の価値が承認されて

いく。1）欧州安全保障会議最終議定書（1975年），

2）欧州議会，理事会および委員会の「基本権共

同宣言」（1977年，http://www.europarl.europa.

eu/charter/docs/pdf/jointdecl_04_77_en_en.

pdf）。

⑵　小畑郁『ヨーロッパ地域人権法の憲法秩序化』

（信山社，2014年），37―98頁。

⑶　Florence Benoit-Rohmer and Heinrich Klebes. 

Council of Europe law: Towards a pan-European 

legal area. Strasbourg; Council of Europe. p. 11.

⑷　人権裁判所の最終判決は，閣僚委員会に送付さ

れ，閣僚委員会は執行を監視する（欧州人権条約

第46条第2項）。

⑸　一覧は以下を参照。http://www.conventions.

coe.int/Treaty/Commun/ListeTraites.asp? 

CM=8&CL=ENG. なお，この小論のURLは，す

べて2015年2月の時点のものである。

⑹　ここでは，閣僚委員会の勧告を意味する。それ

は，加盟国に法的義務を課さないが，勧告を通し

て，欧州評議会の標準設定（Standard setting）

がなされる等の意義をもつ。閣僚委員会の勧告は

加盟国，議員会議の勧告は閣僚委員会にたいして

行われる。なお，勧告（Recommendation）と決

議（Resolution）には，閣僚委員会が採択するも

のと，議員会議が採択するものとがある。前者の

場合は“CM”，後者の場合は“P.A.”で採択者を

示す。

⑺　この点に，欧州評議会と人権裁判所における「補

完性」の意義がある。

⑻　欧州人権条約の署名批准は，旧社会主義国の欧

州評議会加盟の条件となっていく。

⑼　P.A. Resolution 917 (1989).

⑽　P.A. Recommendation 1118 (1989).

⑾　この制度は，議員会議規則で定められている。

また，特別参加資格国の国会から議員会議への代

表の数は，特別参加資格国が加盟国になった時に

認められる代表の数と同じで，上限も同じ（18人）

で あ る。http://www.assembly.coe.int/nw/xml/

RoP/Rules-EN.pdf

⑿　欧州では，欧州安全保障協力会議最終議定書が

採択されており（1975年），これを基礎にした「欧

州の建設」の「新しいアプローチ」もありえた。

欧州安全保障協力会議は欧州安全保障協力機構

（OSCE）が継承した。「新しいアプローチ」の基

本を「人権」（あるいは「法の支配」）とするか，

「安全保障」とするかは選択肢でありうる。「人権」

（あるいは「法の支配」）を地域統合の基本とする

点に欧州評議会の特徴がある。

　See. P.A. Recommendation 1118 (1989). 

　P.A.  Recommendation 1119 (1990).

　P.A. Recommendation 1124 (1990).

　P.A. Recommendation 1126 (1990).

　P.A. Recommendation 1129 (1990).

　P.A. Recommendation 1193 (1992).

⒀　P.A. Recommendation 1193 (1992) on the 

future of European construction.

⒁　1993年に，欧州評議会改革の提案を議員会議

は閣僚委員会に提出しているが，閣僚委員会はこ

れを採用しなかた（P.A. Recommendation 1212 
(1993) on the adoption of revised Statute of the 

Counci l of Europe. P.A. Doc. 6962 of 20 

September 1993 .  CM Inter im Rep ly  to 

Recommendation 1212 (1993). P.A. Doc. 8480 of 

16 July 1999. CM Reply from the Committee 

Ministers to Recommendation 1212 (1993).。わず

かに，1993年に「欧州評議会の理念と価値を共

有する非構成国」との協力を拡大するためのオブ

ザーバー制度が導入されたにとどまる（CM 

Statutory Resolution (93) 26 on observer status 

of 14 May 1993）。

⒂　括弧内の数字はそれぞれの加盟国数。欧州評議
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会の列で下線が引いてある国は，欧州連合または

北大西洋条約機構のいずれの加盟国でもない国で

ある。

⒃　欧州評議会規程第5条は「準構成国」について

定める。これは，ドイツ連邦共和国（1950年6月

から1951年5月まで），およびザール（1950年5

月から1956年まで，現在のドイツ連邦共和国の

ザールランド州，1947年から1956年までフラン

ス保護領）のための規定であった。Florence 

Benoit-Rohmer & Heinrich Klebes opt. sit. p. 45.

⒄　P.A. Recommendation 1247 (1994) on the 

enlargement of the Council of Europe.

⒅　この３国は，西の黒海と東のカスピ海の挟まれ

た，コーカサス山脈の南北に広がる地域にあり，

地理上（自然地理上）は，西アジアに分類されて

きた。ただし，欧州評議会の構成国になってから

は，地理上も，欧州と一部と分類される場合もあ

る。

⒆　Florence Benoit-Rohmer & Heinrich Klebes 

opt. sit. p. 117.

⒇　Ibid. p. 20.

21　Ibid. p. 117. Katlijn Malfiet and Stephan 

Parmnentier. Russia ’s Membership of the 

Council of Europe: Ten Years After. in Russia 

and the Council of Europe: Ten year After. 

Palgrave Macmillan. 2010. p. 7.

22　CM Resolution (51) 30 A of 3 May 1951.

23　P.A. Opinion 153 (1990).

24　P.A. Opinion 154 (1990).

25　P.A. Opinion 155 (1991).

26　P.A. Opinion 161 (1992).

27　P.A. Opinion 168 (1993).

28　P.A. Opinion 169 (1993).

29　P.A. Opinion 170 (1993).

30　P.A. Opinion 174 (1993).

31　P.A. Opinion 175 (1993).

32　P.A. Opinion 176 (1993).

33　欧州評議会という形での欧州の拡大は，東は

コーカサス諸国までで中央アジア諸国には及んで

いない。ソ連も参加していた欧州安全保障協力会

議を引き継いだ欧州安全保障協力機構の活動は中

央アジア諸国にも及んでいる。

34　P.A. Resolution 993 (1993) on General policy of 

the Council of Europe.

35　P.A. Order 485 (1993) on General policy of the 

Council of Europe.

36　P.A. Order 488 (1993) on the honoring of 

commitments entered into by new member 

states.

37　P.A. Resolution 1031 (1994).

38　CM Declaration (1994) on compliance with 

commitments accepted by member states of the 

council of Europe.

39　P.A. Order 508 (1995) on the honouring of 

obligations and commitments by member states 

of Council of Europe.

40　P.A. Resolution 1115 (1997) on setting up of an 

Assembly committee on the honouring of 

obligations and commitments by member states 

o f  the  Counc i l  o f  Europe  (Mon i t o r ing 

Committee).

41　Terms of  reference of  the Assembly 

Committee on the Honouring of Obligations and 

Commitments by Member States of the Council 
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